
＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
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みどりの食料システム戦略推進交付金のうち
グリーンな栽培体系加速化事業

［お問い合わせ先］ 農産局技術普及課（03-3501-3769）

＜対策のポイント＞
 みどりの食料システム戦略の実現に向けて、産地に適した「環境にやさしい栽培技術」と「省力化に資する先端技術等」を取り入れた「グリーンな栽培体系」へ
の転換を加速化するため、産地に適した技術を検証し、定着を図る取組を支援します。
＜政策目標＞
○ 化学農薬使用量（リスク換算）の低減（10％低減） ○ 化学肥料使用量の低減（20％低減）
○ 有機農業の面積（6.3万ha）  ○ 農林水産業のCO2ゼロエミッション化（1,484万t-CO2） ［令和12年まで］ 

※以下の場合に優先的に採択します。
・みどりの食料システム法に基づく特定区域において取組を行う場合
・事業実施主体の構成員（農業者、民間団体等）が 「みどり認定」 等を受けている場合 等

定額 協議会(都道府県又はJAを含む)、
地方公共団体等

定額、1/2以内
国 都道府県

＜事業の流れ＞

ドローン リモコン草刈機

省力化に資する技術（例）

 検証に必要な
 スマート農業機械等の導入

選
択

自動操舵システムなど

グリーンな栽培体系の検証
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農業生産における環境負荷低減の取組の推進を加速化するため、
各産地のグリーンな栽培体系への転換に向けた以下の取組を支援します。
１．検証・普及を加速化すべき環境にやさしい栽培技術の検証の支援
 化学農薬低減：土壌病害診断技術、発生予察情報やAIによる病害虫発生予測技術の活用
 化学肥料低減：可変施肥、局所施肥、緑肥、下水汚泥肥料、生育診断等を活用した適正施肥等
 有機農業拡大：水稲における先進的な除草・抑草技術、その他品目の有機農業の特徴的な

土づくり等の技術
 温室効果ガス削減：中干し期間の延長、バイオ炭の農地施用、バイオマス由来成分を含む生    

分解性マルチへの切替え、プラスチック被覆肥料の代替技術等

２．技術の速やかな普及に向け複数の産地で実施する検証の支援
〔支援内容〕
① 検討会の開催
② 環境にやさしい栽培技術※ 及び省力化に資する先端技術等の検証  
    ※化学農薬・化学肥料の使用量低減、有機農業面積の拡大、温室効果ガスの排出削減に資する技術
③ ②に必要なスマート農業機械等の導入
④ ②と併せて行う環境に配慮して生産した農産物への消費者の理解醸成
⑤ グリーンな栽培体系の実践に向けた栽培マニュアルの作成

 産地内への普及に向けた産地戦略（ロードマップ）の策定
⑥ 栽培マニュアルや産地戦略の関係者への情報発信（HP掲載等）

（１）検証・普及を加速化すべき環境にやさしい栽培技術を検証

（２）複数の産地が連携して技術を検証

●産地

■産地

▲産地
○○技術

環境にやさしい栽培技術（例）

有機農業

自動抑草ロボットによる雑草抑制

化学肥料低減

可変施肥AIによる病害虫発生予測

化学農薬低減

発生ピーク
●月●日頃

【令和７年度予算概算要求額 3,500（650）百万円の内数】
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
有機農業の取組を推進するため、みどりの食料システム法に基づく特定区域の
設定等に向けて取り組む地域を支援します。あわせて、有機農業を広く県域で
指導できる環境整備に向けた取組を支援します。
１．有機農業推進拠点（オーガニックビレッジ）づくりの推進
生産から消費まで⼀貫して有機農業を推進する地域ぐるみの取組を推進す

るため、試行的な取組を通じた有機農業実施計画の策定を支援するとともに、
同計画に基づく産地づくりに向けた定着・普及に必要な取組や産地と消費地
が連携した消費拡大の取組を支援します。また、有機農業の大幅な面積拡
大に向けて、高能率作業機械や大ロット輸送システムの導入など生産から消
費の取組を行う取組を支援します。
※以下の場合に優先的に採択します。
・事業実施主体の構成員が「みどり認定」等を受けている場合
・事業実施地域内の有機農業の取組が、地域計画に位置付けられている場合
・事業実施計画においてフラッグシップ輸出産地と同一の対象地域・対象品目に関する取組が
位置付けられている場合 等

２． 有機農業の拡大加速化の推進
都道府県域で取組を行う協議会等による、有機農業に係る経営指標の作
成に向けた調査・検討、有機栽培技術の調査・分析・実証及びこれらに基づ
く「経営・技術指導マニュアル」の作成や有機農業の広域指導に向けた計画
の策定を支援します。

＜対策のポイント＞
地域ぐるみの有機農業の取組を推進するため、みどりの食料システム法に基づく特定区域の設定等に向けて取り組む地域に対し、生産から消費まで⼀貫して
有機農業を推進する取組の試行や体制づくり、産地と消費地が連携した消費拡大の取組等への支援により、有機農業の推進拠点となる地域（オーガニック
ビレッジ）を創出します。あわせて、有機農業の拡大を加速化するため、有機農業を広く県域で指導できる環境整備に向けた取組を支援します。
＜政策目標＞
有機農業の面積 （6.3万ha［令和12年まで］）

［お問い合わせ先］農産局農業環境対策課（03-6744-2114）

＜事業の流れ＞

国
定額、1/2以内 市町村等

オーガニックビレッジを拠点として、有機農業の取組を広域に展開

都
道
府
県
等

・有機農業にまとまって取り組む地域の形成（検討会、団地化、技術指導等）
・堆肥等有機資材の供給体制の整備・集出荷体制の構築 等

・有機農産物を原料とした
地場加工品の製造

・産地リレー体制の構築 
・物流の効率化 等

・産消提携  ・産地見学会、体験会
・直売所の充実・学校給食での利用
・マルシェ等域内流通での地産地消
・域外の消費地との連携 等

みどりの食料システム戦略推進交付金のうち
有機農業拠点創出・拡大加速化事業

消費地
(市町村等)

産地と連携した
消費拡大の取組
・有機農産物の
消費に係る
産地との調整

・給食等、
公的機関に
おける利用

・産地の体験会
への参加

連携

市町村等

消 費

生 産

2030年までに
全国の1割以上の市町村（200）で
オーガニックビレッジを創出

・量販店での有機コーナーの設置 等

〇 有機農業を推進するため、特定区域の設定等に向けて取り組む地域を支援。
〇 あわせて、有機農業を広く県域で指導できる環境整備に向けた取組を支援。

加工・流通

研究機関
試験場

都道府県 農業者団体

先進産地

熟練農業者
民間指導団体

【経営指標の作成】
・ 有機栽培体系の調査・検証を行い、経営指標を作成
【栽培技術の整理】
・ 地域内の有機栽培技術の調査・整理
・ 栽培技術の汎用化に向けた調査や、先進的な技術の実証

広域協議会

 有機農業の広域的な拡大の加速化

都道府県
定額

定額 協議会等
（都道府県含む）

（１の事業）

（２の事業）

【令和７年度予算概算要求額 3,500（650）百万円の内数】
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
SDGsに対応した施設園芸に向けた重点支援モデル確立実証
施設園芸分野で化石燃料からの脱却に向け、地域の気象条件や栽

培管理方法、エネルギー資源等を踏まえた施設園芸モデルの策定を促
進します。都道府県等において、地中熱や地下水熱等の地域資源・再
生可能エネルギー等を活用し、慣行よりもCO2を大幅に削減可能で、収
益性向上と両立可能な施設園芸の重点支援モデルの確立・普及に必
要な以下の取組について支援します。

①地域に適した重点支援モデルを確立するための栽培・経営実証
②地域における地中・地下水熱、廃熱、温泉熱等のエネルギーの
 賦存量調査及び賦存量マップの作成

③産地に重点支援モデルを普及するための経営指標やマニュアルの作成、
 セミナー等による情報発信

※重点支援モデルを策定することを要件とします

SDGsに対応した施設園芸に向けた重点支援モデル確立実証

[お問い合わせ先]  農産局園芸作物課（03-3593-6496）

みどりの食料システム戦略推進交付金のうち
SDGs対応型施設園芸確立
＜対策のポイント＞

みどりの食料システム戦略の実現に向けて、地域資源・再生可能エネルギー等を活用した持続可能な施設園芸への転換を促進するため、SDGsに対応し、
環境負荷低減と収益性向上を両立した重点支援モデルを確立するための栽培実証や産地内への普及の取組を支援します。

＜政策目標＞
化石燃料を使用しない園芸施設への移行 （加温面積に占めるハイブリッド型園芸施設等の割合50％［令和12年まで］）

＜事業の流れ＞

国
都道府県

定額

※以下の場合に優先的に採択します
・みどりの食料システム法に基づく特定区域において取組を行う場合
・事業実施主体の構成員（農業者、民間団体等）が「みどり認定」等を受けている場合 等

CO2削減技術を普及させるため
のメーカ等を講師とした農業者へ
技術講習会等

実証により得られた知見を広く普及させるため
の経営指標等を作成・公表

都道府県等の主要品目で、重点支援モデルの環境負荷低減
効果（化石燃料の削減率）と生産性・収益性向上効果等を
確認し、環境設備や最適なエネルギーマネジメント等を検討

コスト
〇％削減

→所得
〇％up

CO2
〇％削減

①重点支援モデル確立のための栽培・経営実証

③経営指標やマニュアル作成、情報発信

環境負荷低減を行っている
農産物への消費者理解を
促進するための取組

②地域エネルギーの賦存量調査及びマップ作成

地域における地中・地下水熱、廃熱、温泉等の
エネルギーの賦存量を把握するための情報収集、
賦存量マップの作成

【令和７年度予算概算要求額 3,500（650）百万円の内数】

協議会（都道府県を含む）等

定額、1/2以内

工場等の
排熱活用

経営指標

○○県

地中熱・地下水
熱の活用

温泉熱
の活用

地中熱・
地下水熱

廃熱

温泉熱
温湯

タンク熱交換器

都道府県
定額、1/2以内
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．農山漁村における再生可能エネルギー利用のモデル的取組支援

①農業者、発電事業者、地方公共団体等を交えた地域ぐるみの話合
いによって、適切な営農と農林漁業関連施設等への電力供給を両
立する営農型太陽光発電のモデルを策定する取組を支援します。

②令和６年度に確立されたモデル又は①のモデルに基づき行われる、
営農型太陽光発電設備と蓄電池の導入実証を支援します。

③農林漁業関連施設等への次世代型太陽電池（ペロブスカイト）と
蓄電池の導入実証を支援します。

２．未利用資源等のエネルギー利用促進への対策調査支援
 ①バイオ燃料等製造に係る資源作物の栽培実証

  国産バイオマスの一層の活用に向け、荒廃農地等を活用した資源
作物由来のバイオ燃料等製造に係る検討、栽培実証、既存ボイ
ラーにおける燃焼実証等を支援します。

   ②未利用資源の混合利用促進
  木質バイオマス施設等における未利用資源の投入・混合利用を促

 進するため、既存ボイラー形式等の仕様・運用実態等の調査や炉
への影響や混合利用による効果の検証等を支援します。

みどりの食料システム戦略推進交付金のうち
 地域循環型エネルギーシステム構築

＜事業の流れ＞

エネルギー化

①資源作物の燃焼実証
②未利用資源の混焼実証

木質バイオマス発電所等②未利用資源の混合利用促進

資源作物や未利用資源の利活用による再生可能エネルギーの導入推進
［お問い合わせ先］ 大臣官房環境バイオマス政策課（03-6744-1508）

電気

電気

国
地方公共団体、
民間団体等

協議会等

（２の事業）

（１の事業）

定額、1/2以内

定額

定額

※以下の場合に優先的に採択します
・みどりの食料システム法に基づく特定区域において取組を行う場合
・事業実施主体の構成員（農業者、民間団体等）が「みどり認定」等を受けている場合 等

＜対策のポイント＞
みどりの食料システム戦略の実現に向けて、地域の再生エネルギー資源を活用した地域循環型エネルギーシステムの構築のための再生可能エネルギー利用のモ
デル的取組及び未利用資源（稲わら、もみ殻、竹、廃菌床等）や資源作物のエネルギー利用を促進する取組を支援します。

＜政策目標＞
カーボンニュートラルの実現に向けて、農林漁業の健全な発展に資する形で、我が国の再生可能エネルギーの導入拡大に歩調を合わせた、農山漁村における

再生可能エネルギーの導入［令和12年まで］

農業者

推進会議
発電事業者地域住民

知見を有する者 電気供給先

①推進会議

地域で最適な作物、設備設計、電力
供給等について検討しモデルを策定

②③導入実証
１．農山漁村における再生可能エネルギー利用のモデル的取組支援

２．未利用資源等のエネルギー利用促進への対策調査支援

農業委員会
電気

木質チップ

①バイオ燃料等製造に係る資源作物の栽培実証
荒廃農地等を活用した栽培実証 栽培体系の分析検討会開催

稲わら もみ殻竹

混 合 利 用
地域で課題となっている未利用資源 既存施設の燃料材

営農型太陽光発電設備、次世代型太陽電池
（ペロブスカイト）、蓄電池について導入実証

蓄電池

【令和７年度予算概算要求額 3,500（650）百万円の内数】

ペロブスカイトのイメージ
（積水化学提供）

地方公共団体

営農型太陽光発電の
イメージ

都道府県
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農地利用効率化等支援交付金

＜対策のポイント＞
 地域計画の早期実現に向けて、地域の中核となる担い手が経営改善に取り組む場合に必要な農業用機械・施設の導入を支援するとともに、農地引受力
の向上や後継者の育成等の地域サポート活動に取り組む場合の支援を充実します。

＜事業目標＞
地域計画が策定された地域における担い手が利用する農地面積の割合の増加

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．地域農業構造転換支援タイプ
完成度の高い地域計画の早期実現を後押しするため、地域サポート活動を担う
地域の中核となる者に対し、農地引受力の向上等に必要な農業用機械・施設の
導入を支援します。

【補助率：1/2（上限1,500万円）】

２．融資主体支援タイプ
地域計画の目標地図に位置付けられた者が、融資を受けて、経営改善の取組に
必要な農業用機械・施設を導入する場合に支援します。
また、スマート農業、集約型農業経営、農業生産のグリーン化の取組について、
優先枠を設けて支援します。

 【補助率：3/10（上限300万円等）】

※ 助成対象者の経営改善の取組の実績及び目標、地域における農地集積の実
績等に関するポイントにより採択。なお、１の地域農業構造転換支援タイプについ

 ては、地域としての取組を重点的に評価。

＜事業の流れ＞

【令和７年度予算概算要求額 2,700（1,086）百万円】

国 都道府県 市町村
交付（定額）

1/2以内、
3/10以内

農業者等
（この他、一定の条件を有する地域において、共同利用機械・施設の導入を支援する事業を実施）

［お問い合わせ先］経営局経営政策課担い手総合対策室（03-6744-2148）

1/2以内、
3/10以内

○ 完成度の高い地域計画が策定された地域において、地域農業構造転
換支援タイプにより、担い手の農地引受力の向上等に必要な農業用機
械・施設の導入を支援し、地域計画を早期に実現

令和６年度末までに地域計画が策定され、
地域の将来を支える担い手や、地域が抱える課題が明確化

○ 地域農業構造転換支援タイプにおいては、
① 地域計画に掲げられた農地の目標集積率が高い（８割以上等）
地域であり、かつ

② 農地の集約率の増加・地域計画実現に向けた手法の妥当性等、
都道府県の実情も踏まえ、必要性が特に認められる地域

を対象とし、

○ 地域の農地の引受けや農作業受託の中核となる、後継者や新規
就農者の育成を行う等、自らの農業経営にとどまらず地域計画の
実現に貢献し、地域を支えるための地域サポート活動を行う担い手を
支援します。

地域農業の維持・発展
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１. 生産対策
麦・大豆生産技術向上事業
麦・大豆の増産を目指す産地に対し、水田・畑地を問わず、作付けの団地化、
ブロックローテーション、営農技術・農業機械の導入等を支援します。

２. 流通対策
① 麦・大豆ストックセンター整備対策

安定供給を後押しするため、ストックセンターの新設、改修を支援します。
② 麦・大豆供給円滑化事業

国産麦・大豆を⼀定期間保管することで安定供給体制を図る取組を支援します。
③ 新たな麦流通モデルづくり事業                            

   麦の流通構造の構築に向けた新たな流通モデルづくりを支援します。

３. 消費対策
麦・大豆利用拡大事業
   国産麦・大豆の利用拡大に取り組む食品製造事業者等に対し、新商品開発
を支援します。

【令和７年度予算概算要求額 80（50）百万円】
＜対策のポイント＞

産地と実需が連携して行う麦・大豆の国産化を推進するため、ブロックローテーションや営農技術・機械の導入等による生産性向上や増産を支援するとともに、国産
麦・大豆の安定供給に向けたストックセンターの整備や民間主体の⼀定期間の保管、新たな流通モデルづくり、更なる利用拡大に向けた新商品開発等を支援します。

＜事業目標＞［平成30年度→令和12年度まで］
○ 小麦生産量の増加（76万t→108万t） ○ 大麦・はだか麦生産量の増加（17万t→23万t） ○ 大豆生産量の増加（21万t→34万t）

＜事業の流れ＞

１．生産対策

営農技術の導入
（定額）

農業機械の導入
（1/2以内）

・ ストックセンターの整備（1/2以内）
・ 一定期間の保管（定額、1/2以内） 新商品の開発等（定額、1/2以内）

２．流通対策 ３．消費対策

麦・大豆の国産化を⼀層推進

国産小麦・大豆供給力強化総合対策

生産性向上の推進
（定額）

［お問い合わせ先］
（１、２①、2②(大豆)、２③、３(大豆)の事業）  農産局穀物課 （03-6744-2108）
（2②(麦)、３(麦)の事業）   農産局貿易業務課（03-6744-9531）

国

民間団体

都道府県 生産者団体等
（都道府県、市町村を含む）

民間団体等
(コンソーシアム及び
民間企業を含む)

交付、1/2 定額、1/2

1/2

定額、1/2

定額、1/2

（２①の事業）

（２②の事業）

（２③の事業）
定額

（３の事業）
定額

（１の事業）
1/2
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１. 大規模輸出産地モデル形成等支援

輸出産地の育成を通じて国内生産基盤の強化を図るため、地域の関係者が
⼀体となって輸出の推進体制を組織化する取組を支援します。また、当該推進
体制の下、海外の規制・ニーズに対応するための生産・流通体系への転換に取り
組む際の追加的なコストに対して輸出が本格化するまでの間支援するなど、大
規模輸出産地を形成するモデル的な取組等を複数年にわたり総合的に支援しま
す。
※「フラッグシップ輸出産地」が更なる輸出拡大に向け新たな取組を行う場合は、補助上限額を引き上げて支援。

２. GFPを活用した伴走支援、輸出人材の育成・確保等支援
輸出産地等の裾野を広げるため、GFP（農林水産物・食品輸出プロジェクト）

を活用した産地・事業者への輸出診断や商流構築など輸出熟度や規模に応じた
伴走支援等を実施するとともに、多様な人材の輸出参画に向けて、人材育成機
関等と連携した輸出についての知見や輸出マインドを有する人材の育成、関係
省庁や民間団体と連携した人材マッチングや情報発信等を通じ、輸出人材の確
保等を実施します。

３. 品目等の課題に応じた取組支援
事業者の輸出リスクに対応するため、融資への信用保証に係る保証料を支援す

るとともに（株）日本公庫からの融資に係る金利負担を軽減します。また、輸出
拡大に向け、日本発の水産エコラベルの普及やJAS等の国際標準化、加工食品
に係る日本発の規格・認証を活用した輸出のための環境整備等を支援します。

【令和７年度予算概算要求額 727（678）百万円】
＜対策のポイント＞

国内の生産基盤の強化や食料の安定供給体制の強化を図るため、海外の規制・ニーズに対応した生産・流通体系への転換を通じた大規模輸出産地の形
成等を支援するほか、GFPを活用した伴走支援、輸出人材の育成・確保等を支援します。また、品目等の課題に応じた取組支援を行います。

＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］輸出・国際局輸出支援課（03-6744-2398）
（３の事業の一部）

（３の事業の一部）

（１の事業）

（２、３の事業の一部）
都
道
府
県
・

民
間
団
体
等

国

定額
民間団体等

定額

委託

定額

（公財）食品等流通合理化促進機構定額 定額

2030年輸出５兆円目標の実現に向けた農林水産物・食品の輸出促進のうち
グローバル産地づくり推進事業

生産面や集荷・流通面の転換

【大規模輸出産地モデル形成等支援】

輸出診断、伴走支援

（圃場の視察）

【輸出産地等の裾野を広げるための伴走支援、輸出人材の育成・確保等支援】
人材育成等

(人材育成・情報発信)

GFP交流イベント

(GFP超会議の様子)

大規模輸出産地の モ デ ル形成

（生産面の転換）
・ 輸出先国によって異なる検疫措置や残留農薬基準への対応
・ 大規模な有機農業への転換やコスト低減のための新品種導入
・ 耕作放棄地の活用や地域内生産者との連携による輸出用生

産の拡大 等

（集荷・流通面の転換）
・ 鮮度保持を確保した産地直送型集荷方法の確立
・ 混載を前提とした集荷・流通体系の構築  等

○地域の関係者が一体となった輸出推進体制の下で、以下の取組を支援
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．計画策定事業

① 計画策定支援事業
情報通信環境に係る調査、計画策定に係る取組を支援し
ます。また、衛星通信等の先進的技術の適応可能性や、
情報通信環境整備を通じた土地改良区の運営基盤の強
化手法を検討する取組を支援します。

② 計画策定促進事業
事業を進める中で生じる諸課題の解決に向けたサポート、
ノウハウの横展開等を行う民間団体の活動を支援します。

２．施設整備事業
① 農業農村インフラの管理の省力化・高度化やスマート農
業の実装に必要な光ファイバ、無線基地局等の情報通信
施設及び附帯設備の整備を支援します。

② ①の情報通信施設を地域活性化に有効活用するための
附帯設備の整備を支援します。

③ 農機の自動操舵等に必要となるRTK-GNSS基準局の
整備を支援します。

［お問い合わせ先］農村振興局地域整備課（03-6744-2209）

＜対策のポイント＞
人口減少、高齢化が進行する農村地域において、農業水利施設等の農業農村インフラの管理の省力化・高度化やスマート農業の実装を図るとともに、地
域活性化を促進するため、情報通信環境の整備を支援します。

＜事業目標＞
農業農村インフラの管理省力化等を図る情報通信環境の整備に取り組み、事業目標を達成した地区の創出（50地区［令和７年度まで］）

＜事業の流れ＞

国
都道府県

市町村等

定額
民間団体

定額、1/2等

（１②の事業）

（１①、２の事業）

（１①、２の事業）

【令和７年度予算概算要求額 10,388（8,389）百万円の内数】

無線基地局。地域の取組内容に応じ
て適切な通信規格（LPWA、BWA、
Wi-Fi、ローカル5G等）を選定。

光ファイバ 無線基地局

情
報
通
信
施
設

排水機場

頭首工

鳥獣罠
センサー

公衆無線LAN

ため池 ドローン

農業集落排水

農業用ダム

選果場

居住エリア
自動給水栓

自宅から農地を
監視

事務所から施設を
監視・制御

農作業
体験施設

（情報通信施設の活用例）
農業農村インフラの管理の省力化・高度化に関する利用

地域活性化に関する利用スマート農業の実装に関する利用 

光ファイバ

マルチセンサー
（気温、湿度等）

監視カメラ

自動給水栓

水位センサー

農機の
自動操舵

ハウス
環境計測

RTK-GNSS基準局

農山漁村振興交付金のうち
情報通信環境整備対策

※下線部は拡充事項
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地域の持続的な食料システム確立推進支援事業

＜対策のポイント＞
食品企業による持続的な食料システムの確立に向けて、「地域連携推進支援プラットフォーム」を創設し、地域の食に関わる産業を先導する食品企業と農
林漁業者を始めとする地域の多様な関係者の連携を促進し、新たなビジネスの創出等を支援します。また、食品企業による広域的な産地連携や製造現場
の⾃動化、資材標準化等による業界横断的な生産性向上の取組を支援します。

＜事業目標＞
○ 地域連携推進支援コンソーシアムで創出された新たなビジネス数（94件［令和11年度まで］）
○ 食品企業と産地が連携したモデル的取組の創出数（９件［令和９年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．持続的な食料システム確立に向けた推進支援体制の構築 78（ー）百万円

地域の食に関わる産業を先導する食品企業や農林漁業者等が参加するプラット
フォームを設立し、専門家派遣のほか、広域産地連携マッチング、モデル実証の形成
等を通じて、食品企業と農林漁業者等が連携したコンソーシアムの取組を支援します。

２．地域型食品企業等連携促進事業                             192（ー）百万円
① 地域食料システムプロジェクト推進事業

都道府県が、「地域連携推進支援コンソーシアム」を設置し、食品企業と農林漁業
者、関連業種等との連携強化を促進し、新しい食品ビジネスの創出等を支援します。

② 地域型協調領域実証
地域の食料システムの持続性向上に資する地域の食品企業等の協調事例を生み
出す取組を支援します。

３．広域/テーマ型食品企業等連携促進事業                     40（ー）百万円
① 広域産地連携モデル支援

プラットフォームでのマッチングを通じ、食品企業と産地の連携強化を図り、原材料の
安定確保や高付加価値化のモデル的な取組を支援します。

② テーマ型協調領域実証
プラットフォームで形成された、製造現場の⾃動化、資材標準化等による業界横断

的な生産性向上の取組について、横展開や実用化に向けてモデル的に支援します。

［お問い合わせ先］（１、２の事業）新事業・食品産業部企画グループ（03-6744-2063）
（１、３の事業） 食品製造課（03-6744-2089）

【令和７年度予算概算要求額 310 （ー）百万円】

地域連携推進支援
プラットフォーム

広域産地連携モデル支援
・産地への農業機械等の貸与、種苗
等の提供等

支援
食品企業、農林漁業者、
行政機関、金融機関等

地域連携推進支援
コンソーシアム

・助言・専門家派遣
・事例の横展開

・広域産地連携マッチング、
・モデル実証を行うコンソーシ
アムの形成

（事務局：都道府県） （事務局：民間団体）

地域食料システムプロジェクト
・地域の核となる食品企業・農林
漁業者等が連携した新規ビジネ
スの創出

・食品企業への支援

地域型協調領域実証
・地域の関係者間で連携した共
同実証・研究等

× ×

広域/テーマ型連携推進支援
コンソーシアム

テーマ型協調領域実証
・食品製造の自動化に資する使用資
材の標準化等

（事務局：民間団体※）

食品企業、農林漁業者、
メーカー、金融機関等

支援

＜事業の流れ＞

民間団体等補助

民間団体等委託 （１の事業）
定額
１/２国 都道府県

食品事業者等補助 1/2 （3の事業）

（2の事業）

※プラットフォームが事務補佐
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